様式１－２
環境学習交流センター管理運営業務受託及び
岩手県地球温暖化防止活動推進センター指定・業務受託申請書







　　令和　　年　　月　　日

　岩手県知事　達増　拓也　様





　　主たる事務所の所在地





　　名称




　　代表者の氏名





　環境学習交流センター管理運営業務委託及び岩手県地球温暖化防止活動推進センター指定・業務委託を受けたいので、関係書類を添えて申請します。

記
１　名称、住所及び代表者の氏名

２　申請に係る担当者の氏名及び連絡先

　(1)　担当者の役職・氏名
　(2)　担当者の連絡先（電話･ＦＡＸ･Ｅ-mail）

備考

　本申請書には次の書類を添付すること。

①　定款又は寄附行為

②　登記事項証明書

③　役員の氏名、住所及び略歴を記載した書面

④　正味財産増減計算書又は活動計算書（直近２年分。または法人設立前の準じた書類。）

⑤　貸借対照表（直近２年分。または法人設立前の準じた書類。）
⑥　財産目録（直近２年分。または法人設立前の準じた書類。）
⑦　事業計画書（総括表）［別添様式２］及び事業計画書［別添様式２－１］

⑧　環境学習交流センター及び岩手県地球温暖化防止活動推進センター業務を受託した場合の（予定）職員配置計画書[別添様式３]
⑨　事業実績書［別添様式４］
⑩　確認書［別添様式５］
⑪　費用積算内訳書［様式任意］
様式２

事業計画書（総括表）
	法人の名称
	


１　県受託事業
(1)　環境学習交流センター関係
	番号
	事　　業　　名
	事　　業　　概　　要
	事業費（千円）

	1-(1)-①
	
	
	

	1-(1)-②
	
	
	

	1-(1)-③
	
	
	

	
	
	合　　　計
	　


(2)　岩手県地球温暖化防止活動推進センター関係
	番号
	事　　業　　名
	事　　業　　概　　要
	事業費（千円）

	1-(2)-①
	
	
	

	1-(2)-②
	
	
	

	1-(2)-③
	
	
	

	
	
	合　　　計
	　


２　（参考）自主事業（環境学習又は地球温暖化防止対策に係る事業、相談助言、調査分析、情報収集・提供も含む）
(1)　環境学習交流センター関係
	番号
	事　　業　　名
	事　　業　　概　　要
	事業費（千円）

	2-(1)-①
	
	
	

	2-(1)-②
	
	
	

	
	
	合　　　計
	　


(2)　岩手県地球温暖化防止活動推進センター関係
	番号
	事　　業　　名
	事　　業　　概　　要
	事業費（千円）

	2-(2)-①
	
	
	

	2-(2)-②
	
	
	

	
	
	合　　　計
	　


３　（参考）国庫補助金等活用事業
(1)　環境学習交流センター関係
	番号
	事　　業　　名
	事　　業　　概　　要
	事業費（千円）

	3-(1)-①
	
	
	

	3-(1)-②
	
	
	

	
	
	合　　　計
	　


(2)　岩手県地球温暖化防止活動推進センター関係
	番号
	事　　業　　名
	事　　業　　概　　要
	事業費（千円）

	3-(2)-①
	
	
	

	3-(2)-②
	
	
	

	
	
	合　　　計
	　


※行が足りない場合には適宜追加してください。
様式２－１

事業計画書
	法人の名称
	


	番　号
	
	

	事業名
	

	事業目的
	

	事業内容
	

	
	

	1年間の事業方針
	

	到達目標（可能な限り数値化すること）及び目標達成時に期待される効果
	

	実施体制、必要経費の額とその内訳


	

	事業の周知に関する事項
	

	県に求める

支援の内容
	


備考　事業計画書は１事業ごとに作成するものとし、複数頁に及んでも構いません。また、必要に応じて、説明資料を添付しても構いません。
　

様式３

（予定）職員配置計画書
	職　名
	担　当　業　務　

内　容
	能力、資格、

実務経験年数等
	雇　　用　　形　　態

	
	
	
	常勤職員
	非常勤

職員
	臨時職員
	左記以外の職員

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	（特記事項）

	○安全管理において取り組む事項



	○文書管理において取り組む事項



	○情報セキュリティ対策において取り組む事項




※　受託業務に関する安全管理、文書管理及び情報セキュリティ対策に関する責任者をそれぞれ明らかにするとともに、それらの業務に関する能力、資格、実務経験年数等を記載すること。他業務との兼務となる場合は、上記業務に関する能力、資格、実務経験年数等はカッコ内に記載すること。
様式４

事業実績書
	法人の名称
	


	年　月　日
	事　業　名
	事　業　内　容　等
	成　果　・　課　題　等

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


様式５

確　　　認　　　書









　　令和　　年　　月　　日

　岩手県知事　達増　拓也　様





　　主たる事務所の所在地





　　名称




　　代表者の氏名






　環境学習交流センターの管理運営業務受託及び岩手県地球温暖化防止活動推進センターの指定・業務受託を申請するにあたり、下記事項について確認するとともに、間違いない旨を報告します。

記

１　本業務の実施について、県の要求に応じて即時に来庁し、対応できる体制を整えていること。

２　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。
３　民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続開始の申立てをしている者若しくは再生手続開始の申立てがされている者（同法第33条第１項に規定する再生手続開始の決定を受けた者を除く。）でないこと。

４　破産法（平成16年法律第75号）第18条若しくは第19条の規定による破産手続開始の申立てをなされていない者であること。旧和議法（大正11年法律第72号）第12条の規定による和議開始の申立てをなされていない者であること。

５　最近１年間の法人税、事業税、消費税及び地方消費税を滞納していない者であること。

６　事業者の代表者、役員又は支店若しくは営業所を代表する者等、その経営に関与する者が、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第６号に規定する暴力団員又は暴力団（同法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）若しくは暴力団員と密接な関係を有している者でないこと。
７　参加資格確認申請書類の提出の日から受託候補者を選定するまでの期間に、岩手県から一般委託契約に係る入札参加制限措置基準（平成23年10月５日出第116号）に基づく入札参加制限又は文書警告に伴う入札に参加できない措置を受けていない者であること。

８　７に規定する期間に、岩手県から県営建設工事に係る指名停止等措置基準（平成７年２月９日建振第281号）、建設関連業務に係る指名停止等措置基準（平成18年６月６日建技第141号）、物品購入等に係る指名停止等措置基準（平成12年３月30日出総第24号）などに基づく指名停止又は文書警告に伴う非指名を受けていない者であること。
９　令和５年１月１日現在、県民一人ひとりの環境に配慮した行動を促進する等の活動歴及び県内における地球温暖化防止に関する普及啓発等の活動歴が１年以上あり、定款又は寄附行為に環境や省エネルギー等に関する活動について明記していること。任意団体が法人化した場合は、任意団体の活動期間を含む。
10　宗教活動や政治活動を目的とする団体でないこと。

11　地球温暖化対策の推進に関する法律（以下「法」という。）第38条第６項の規定に違反して罰金の刑に処せられ、その執行を終わった日から起算して２年を経過していない者を法第38条第２項第２号、第３号又は第６号（同項第２号又は第３号に附帯する事業に係る部分に限る。）の規定による事業に従事させないこと。
※県民、企業等とどのように関わり、発展的に取り組んでいくかについて分かりやすく記載すること





※今後の目標（あるべき姿）を踏まえ、今後1年間の方針を記載すること





※具体的かつ分かりやすい記載をすること





※事業について、県民に広く知っていただくために、どのようなことに取り組むか記載すること。








